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2020年 3月 1日 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 

（障害者支援班） 

 

 

【調査経過及び目的】 

 

２００６（平成１８）年の障害者自立支援法の施行により，障害福祉サービスの体系や種

別が変更され，作業療法士（以下，ＯＴ）や理学療法士（以下，ＰＴ）の配置基準も変更と

なった． 

そこで，障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスのうち，人員基準にＯＴ・ＰＴの

配置が明記されている生活介護及び自立訓練（機能訓練）について，その配置状況を把

握し，障害福祉領域におけるＯＴの配置促進と活動領域の確保等にかかる意見要望書の

作成に役立てることを目的として，配置状況および勤務形態を把握するため調査を行っ

た． 

 

 

【調査方法】 

 

ＷＡＭ ＮＥＴ（Welfare And Medical Service Network System）の障害福祉サービス事業

者情報において，生活介及び自立訓練（機能訓練）事業所を検索し，掲載されているＯＴ

及びＰＴの従業者数を集計した．事業所には，指定，その従たる事業所，基準該当，その

従たる事業所を含む． 

なお，指定機関（都道府県・市町村）または事業者の都合等により，従業者数に関する

情報が掲載されていない事業所については，ＯＴ・ＰＴを配置していないものとして集計し

た． 

また．2019 年度より各事業所が WAM NET のデーターベースを日々の人員変動を更

新できるようになり，毎日変動している． 

 

 

  



3 

【調査時期・調査者】 

 

調査時期 調査者（協力者） 

２００８（平成２０）年 １０月 
保健福祉部 情報･意見書部会 

横井賀津志，遠藤千冬 

２００９（平成２１）年 １０月 
保健福祉部 関連法規運用委員会 

高森聖人，池みつ江，川村謙吉，横井賀津志，遠藤千冬 

２０１０（平成２２）年 １０月 
保健福祉部 関連法規運用委員会 

高森聖人，池みつ江，川村謙吉，横井賀津志，遠藤千冬 

２０１１（平成２３）年 １１月 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 

関連法規運用チーム 

横井賀津志 （協力：姫路獨協大学学生） 

２０１２（平成２４）年 １０月 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 

障害者自立支援法関連チーム 

横井賀津志 （協力：関西福祉科学大学学生） 

２０１４（平成２６）年 １２月 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 障害者支援班 

横井賀津志，小松洋平 

（協力：関西福祉科学大学・西九州大学学生） 

２０１５（平成２７）年 １２月 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 障害者支援班 

小松洋平，石原弥生 

（協力：西九州大学学生） 

２０１6（平成２７）年 １２月 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 障害者支援班 

小松洋平 

（協力： 株式会社ハートスイッチ           ） 

２０１７（平成２７）年 １２月 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 障害者支援班 

小松洋平 

（協力： 株式会社ハートスイッチ           ） 

２０19（令和元）年 １２月 

制度対策部 障害保健福祉対策委員会 障害者支援班 

小松洋平 

（協力： 株式会社ハートスイッチ           ） 

 

【調査結果】 

 

１） 生活介護事業所におけるＯＴ･ＰＴ配置状況および勤務形態  ３〜６ページ参照 

 

２） 自立訓練（機能訓練）事業所におけるＯＴ･ＰＴ配置状況および勤務形態 

 ７〜１０ページ参照 
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生活介護事業所におけるＯＴ･ＰＴ配置状況 

 

＜配置状況＞ 

 
OT･PT 

両方配置 
OT のみ配置 PT のみ配置 配置なし 計 

２００８年 
６６ ９５ １８９ ２,４４２ ２,７９２ 

(2.4%) (3.4%) (6.8%) (87.5%) (100%) 

２００９年 
９６ １２２ ２７９ ３,２４９ ３,７４６ 

(2.6%) (3.3%) (7.4%) (86.7%) (100%) 

２０１０年 
１２３ １４７ ３５９ ３,９６０ ４,５８９ 

(2.7%) (3.2%) (7.8%) (86.3%) (100%) 

２０１１年 
１４５ １７３ ４９４ ５,０９２ ５,９０４ 

(2.5%) (2.9%) (8.4%) (86.2%) (100%) 

２０１２年 
２１８ ２２８ ６６３ ６,４３１ ７,５４０ 

(2.9%) (3.0%) (8.8%) (85.3%) (100%) 

２０１４年 
２４５ ２６１ ７４７ ８,０４３ ９,２９６ 

(2.6%) (2.8%) (8.0%) (86.6%) (100%) 

２０１6年 
２５８ 307 ７8５ ８,4１５ 10,057 

(2.6%) (3.1%) (7.8%) (83.7%) (100%) 

２０１7年 
272 322 838 9,103 10,535 

(2.6%) (3.1%) (8.0%) (86.4%) (100%) 

２０１９年 
66 95 189 2,442 8472 

(１６%) (７.0%) (１２%) (84%) (100%) 
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表 1-1：ＯＴまたはＰＴを配置している生活介護事業所 

年度 全事業数 
OT または PT を 

配置事業所 

配置事業所数 

前年度との増減 

配置事業所数 

前年比 

2008 年度

比 

全生活介護事業所に 

対する配置事業所割合 

２００８ 2792 ３５０ - - - １２.５％ 

２００９ 3746 ４９７ ＋１４７ 142％ 142% １３.３％ 

２０１０ 4589 ６２９ ＋１３２ 127％ 179% １３.７％ 

２０１１ 5904 ８１２ ＋１８３ 129％ 232% １３.７％ 

２０１２ 7540 １,１０９ ＋２９７ 137％ 316% １４.７％ 

２０１４ 7540 １,２５３ ＋１４４ 113％ 358% １３.５％ 

２０１5 9765 １,344 ＋91 107％ 384% １３.8％ 

2016 10057 1,350 +6 100% 360% 13.4% 

2017 10535 1,432 +82 106% 409% 13.6% 

2019 8472 1,347 -85 94% 403% 16% 

表１－２：ＯＴを配置している生活介護事業所数 

年度 全事業数 
OT 配置事業

所 

配置事業所数 

前年度との増減 

配置事業所数 

前年比 
2008 年度比 

全生活介護事業所に 

対する配置事業所割合 

２００８ 2792 １６１ - - - ５.８％ 

２００９ 3746 ２１８ ＋57 135％ 135％ ５.８％ 

２０１０ 4589 ２７０ ＋52 124％ 168％ ５.９％ 

２０１１ 5904 ３１８ ＋48 118％ 198％ ５.４％ 

２０１２ 7540 ４４６ ＋128 140％ 277％ ５.９％ 

２０１４ 7540 ５０６ ＋60 113％ 314％ ５.４％ 

２０１５ 9765 ５６４ ＋58 111％ 350％ ５.８％ 

２０１６ 10057 ５６５ ＋１ １００％ 350％ ５.６％ 

２０１7 10535 594 +29 105% 369% 5.6% 

2019 8472 587 -7 99% 365% 6.9% 

表１－３：PＴを配置している生活介護事業所数 

年度 全事業数 PT 配置事業所 
配置事業所数 

前年度との増減 

配置事業所数 

前年比 
2008 年度比 

全生活介護事業所に 

対する配置事業所割合 

２００８ 2792 ２５５ - - - ９.１％ 

２００９ 3746 ３７５ ＋120 147％ 147％ １０.０％ 

２０１０ 4589 ４８２ ＋107 129％ 189％ １０.５％ 

２０１１ 5904 ６３９ ＋157 133％ 251％ １０.８％ 

２０１２ 7540 ８８１ ＋242 138％ 345％ １１.７％ 

２０１４ 7540 ９９２ ＋111 113％ 389％ １０.７％ 

２０１５ 9765 １０３３ ＋41 104％ 405％ １０.６％ 

２０１６ 10057 1038 +5 100% 407% 10.3% 

2017 10535 1110 +67 106% 435% 10.5% 

2019 8472 1027  93% 365% 6.9% 
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生活介護事業所の総事業所数は調査開始から 8 年間で 3.7 倍となった．ＯＴを配置し

ている事業所数も 9 年間で 3.7 倍となっている. 全生活介護事業に対する作業療法士設

置事業所の割合も５％後半と同割合で推移している．したがって,事業所の増加に伴い

OT を配置している生活介護事業所も増加しているが作業療法士を配置する事業所の全

生活介護事業に対する割合に変化はない． 
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＜勤務形態＞ 

 職種 常勤専従 常勤兼務 非 常 勤 専 従 非 常 勤 兼 務 計 

２００８年 

ＯＴ 
４２ ６０ ５６ ４４ 

２０２ 
(20.8%) (29.7%) (27.7%) (21.8%) 

ＰＴ 
２０ ７２ １０５ １３５ 

３３２ 
(6.0%) (21.7%) (31.6%) (40.7%) 

２００９年 

ＯＴ 
６１ ７９ ７３ ６４ 

２７７ 
(22.0%) (28.5%) (26.4%) (23.1%) 

ＰＴ 
３３ １０６ １７３ １８６ 

４９８ 
(6.6%) (21.3%) (34.7%) (37.4%) 

２０１０年 

ＯＴ 
８２ ９８ ９２ ７３ 

３４５ 
(23.8%) (28.4%) (26.7%) (21.1%) 

ＰＴ 
５６ １２３ ２３６ ２０１ 

６１６ 
(9.1%) (20.0%) (38.3%) (32.6%) 

２０１１年 

ＯＴ 
９７ １１４ １１２ ８２ 

４０５ 
(24.0%) (28.1%) (27.7%) (20.2%) 

ＰＴ 
１００ １５７ ３２１ ２６８ 

８４６ 
(11.8%) (18.6%) (37.9%) (31.7%) 

２０１２年 

ＯＴ 
１２５ １７８ １５０ １１１ 

５６４ 
(22.2%) (31.6%) (26.6%) (19.7%) 

ＰＴ 
１７１ ２７２ ４１７ ３３７ 

１,１９７ 
(14.3%) (22.7%) (34.8%) (28.2%) 

２０１４年 

ＯＴ 
１１４ １８９ １７５ １３１ 

６０９ 
(18.7%) (31.0%) (28.7%) (21.5%) 

ＰＴ 
１８７ ３０４ ４７３ ３７０ 

１,３３４ 
(14.0%) (22.8%) (35.5%) (27.7%) 

２０１５年 

ＯＴ 
１17 241 １７6 １42 

６72 
(１７．３%) (３５.７%) (2６.０%) (21.０%) 

ＰＴ 
１94 ３２２ ４８９ ３８３ 

１,３８８ 
(14.0%) (2３.2%) (35.2%) (27.6%) 

２０１６年 

ＯＴ 
113 210 183 156 

６６2 
（17.1%） （31.7%） （27.6%） （23.6%） 

ＰＴ 
212 324 500 389 

１,４２５ 
（14.9%） （22.7%） （３5.1%） （27.3%） 

２０１７年 

ＯＴ 
133 217 206 168 

７２４ 
（18.4%） （30.0%） （28.5%） （23.2%） 

ＰＴ 
211 351 547 404 

１,５１３ 
（13.9%） （23.2%） （36.2%） （26.7%） 

２０１７年 

ＯＴ 
197 174 160 189 

７２0 
（27.4%） （24.2%） （22.2%） （26.3%） 

ＰＴ 
323 308 320 432 

１,383 
（23.4%） （22.3%） （23.1%） （31.2%） 
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上段：人 

下段：（割合） 

 

 
 

 

ＯＴおよびＰＴの常勤者（常勤専従，常勤兼務）の割合 

２００８年：  [ＯＴ] ５０.５％   [ＰＴ] ２７.７％  

２００９年：  [ＯＴ] ５０.５％ （±０％）  [ＰＴ] ２７.９％ （＋０.２％） 

２０１０年：  [ＯＴ] ５２.２％ （＋１.７％）  [ＰＴ] ２９.１％ （＋１.２％） 

２０１１年：  [ＯＴ] ５２.１％ （−０.１％）  [ＰＴ] ３０.４％ （＋１.３％） 

２０１２年：  [ＯＴ] ５３.７％ （＋１.６％）  [ＰＴ] ３７.０％ （＋６.６％） 

２０１４年：  [ＯＴ] ４９.８％ （−３.９％）  [ＰＴ] ３６.８％ （−０.２％） 

２０１５年：  [ＯＴ] ５３.０％ （＋３.２％）  [ＰＴ] ３７.２％ （＋０.４％） 

２０１６年：  [ＯＴ] ４８.８％ （-４.２％）  [ＰＴ] ３７.６％ （＋０.４％） 

２０１７年：  [ＯＴ] ５２.9％ （+４.１％）  [ＰＴ] ３９.４％ （＋２.２％） 

 

 

勤務形態でみると，常勤者は全体の約半数で推移している．なお，従事者実数はＰＴ

がＯＴの約２倍であるが，依然としてＰＴに比べてＯＴの常勤者の割合が高い傾向は変

わっていない． 
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自立訓練（機能訓練）事業所におけるＯＴ･ＰＴ配置状況 

 

＜配置状況＞ 

 
OT･PT 配

置 
OT のみ配置 PT のみ配置 配置なし 計 

２００８年 
３５ １７ ３２ ２２０ ３０４ 

(11.5%) (5.6%) (10.5%) (72.4%) (100%) 

２００９年 
３９ ２０ ３１ ２５８ ３４８ 

(11.2%) (5.7%) (8.9%) (74.1%) (100%) 

２０１０年 
３９ ２７ ３５ ２７９ ３８０ 

(10.3%) (7.1%) (9.2%) (73.4%) (100%) 

２０１１年 
５０ １９ ４０ ２８６ ３９５ 

(12.7%) (4.8%) (10.1%) (72.2%) (100%) 

２０１２年 
５８ ２０ ４４ ３１５ ４３７ 

(13.3%) (4.6%) (10.1%) (72.1%) (100%) 

２０１４年 
５６ １９ ４８ ３３８ ４６１ 

(12.2%) (4.1%) (10.4%) (73.3%) (100%) 

２０１５年 
58 １8 52 ３67 ４95 

(11.7%) (3.5%) (10.5%) (74.1%) (100%) 

２０１６年 
６0 22 54 ３72 508 

(11.8%) (4.2%) (10.6%) (73.2%) (100%) 

２０１７年 
58 2９ 60 ３９2 5３９ 

(100%) (10.8%) (5.4%) (11.1%) (72.7%) 

2019年 
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ＯＴまたはＰＴを配置している事業所    

年度 全事業数 

OT または PT を 事業所数 事業所数 

2008 年度比 

全機能訓練事業所

に対する配置事業

所割合 
配置事業所 前年度との増減 前年比 

２００８年 304 84     

２００９年 348 90 6 107% 107% 26% 

２０１０年 380 101 11 112% 125% 27% 

２０１１年 395 109 8 108% 130% 28% 

２０１２年 437 122 13 112% 144% 28% 

２０１４年 461 123 1 101% 152% 27% 

２０１５年 495 128 5 104% 163% 26% 

２０１６年 508 136 8 106% 167% 27% 

２０１７年 539 147 11 108% 177% 27% 

ＯＴを配置している事業所    

年度 全事業数 

ＯＴ 事業所数 事業所数 

2008 年度比 

全機能訓練事業所

に対する配置事業

所割合 
配置事業所 前年度との増減 前年比 

２００８年 304 52     

２００９年 348 59 7 113% 113% 17% 

２０１０年 380 66 7 112% 127% 17% 

２０１１年 395 69 3 105% 133% 17% 

２０１２年 437 78 9 113% 150% 18% 

２０１４年 461 75 -3 96% 144% 16% 

２０１５年 495 76 1 101% 146% 15% 

２０１６年 507 76 1 101% 146% 15% 

２０１７年 539 87 11 114% 167% 16% 

ＰＴを配置している事業所    
年度 全事業数 PT 事業所数 事業所数 2008 年度比 
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２００８年

自立訓練（機能訓練）事業所におけるOT・PT配置状況

OT･PT配置 OTのみ配置 PTのみ配置 配置なし
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配置事業所 前年度との増減 前年比 

全機能訓練事業所

に対する配置事業

所割合 

２００８年 304 67     

２００９年 348 70 3 104% 104% 20% 

２０１０年 380 74 4 106% 110% 19% 

２０１１年 395 90 16 122% 134% 23% 

２０１２年 437 102 12 113% 152% 23% 

２０１４年 461 104 2 102% 155% 23% 

２０１５年 495 110 6 106% 164% 22% 

２０１６年 508 114 4 104% 170% 22% 

２０１7年 539 118 4 104% 176% 22% 

自立訓練（機能訓練）事業所は，生活介護に比べてもともと事業所数が少なく，その増

加も 9 年前の約１.7 倍と緩やかである．そのうちＯＴを配置している事業所も 9 年間で１.7

倍と事業所増加割合と同等の増え方をしている．生活訓練と同様に全自立訓練（機能訓

練）事業所に対する作業療法士配置事業所の割合も約 16％で推移している．したがって,

事業所の増加に伴い OT を配置している自立訓練（機能訓練）事業所も増加しているが

作業療法士を勤務する事業所の自立訓練（機能訓練）事業所に対する割合に変化はな

い． 

 

資料：都道府県別配置状況 
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＜勤務形態＞ 

2017年度機能訓練介護事業所　配置状況 単位：ヶ所

北海道 18 1 1 2

青森 5 0 1 4

岩手 13 1 0 0

宮城 21 0 3 1

秋田 28 1 1 0

山形 7 1 1 0

福島 1 1 0 0

茨城 17 3 1 4

栃木 2 1 0 0

群馬 2 2 0 0

埼玉 12 2 1 3

千葉 20 2 0 1

東京 28 18 4 7

神奈川 10 記載なし

新潟 36 2 2 2

富山 6 0 1 0

石川 4 2 3 3

福井 2 0 0 2

山梨 2 0 0 1

長野 9 1 1 0

岐阜 8 0 0 0

静岡 4 1 0 2

愛知 78 1 0 0

三重 2 0 0 0

滋賀 1 0 0 1

京都 5 2 0 0

大阪 21 3 1 1

兵庫 9 2 1 4

奈良 15 1 0 1

和歌山 12 0 1 0

鳥取 7 0 0 3

島根 9 記載なし

岡山 8 0 0 1

広島 6 1 1 1

山口 1 0 1 0

徳島 1 1 0 0

香川 0 記載なし

愛媛 7 0 0 3

高知 12 0 0 1

福岡 5 1 0 3

佐賀 4 1 0 2

長崎 23 1 1 0

熊本 15 0 0 1

大分 7 2 1 0

宮崎 5 2 0 1

鹿児島 6 1 0 2

沖縄 8 0 2 3

合計 522 58 29 60
ＯＴ配置事業所 87 ＰＴ配置事業所 118

備考
OTPT

両配置事業所
OTのみ

配置事業所
PTのみ

配置事業所
都道府県 施設数
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 職種 常勤専従 常勤兼務 非常勤専従 非常勤兼務 計 

２００８年 

ＯＴ 
２５ ２１ １７ ７ 

７０ 
(35.7%) (30.0%) (24.3%) (10.0%) 

ＰＴ 
２８ ３４ ２０ １８ 

１００ 
(28.0%) (34.0%) (20.0%) (18.0%) 

２００９年 

ＯＴ 
３０ ２２ １７ ６ 

７５ 
(40.0%) (29.3%) (22.7%) (8.0%) 

ＰＴ 
２８ ３３ ２５ １６ 

１０２ 
(27.5%) (32.4%) (24.5%) (15.6%) 

２０１０年 

ＯＴ 
３２ ２６ １８ ８ 

８４ 
(38.1%) (31.0%) (21.4%) (9.5%) 

ＰＴ 
３８ ４４ ３０ １６ 

１２８ 
(29.7%) (34.4%) (23.4%) (12.5%) 

２０１１年 

ＯＴ 
３８ ２６ １７ １０ 

９１ 
(41.8%) (28.6%) (18.7%) (11.0%) 

ＰＴ 
４４ ４６ ２５ １９ 

１３４ 
(32.8%) (34.3%) (18.7%) (14.2%) 

２０１２年 

ＯＴ 
４５ ２９ ２０ １１ 

１０５ 
(42.9%) (27.6%) (19.0%) (9.5%) 

ＰＴ 
５６ ４７ ２７ ２１ 

１５１ 
(37.1%) (31.1%) (17.9%) (13.9%) 

２０１５年 

ＯＴ 
４5 35 ２４ １０ 

１14 
(39.5%) (30.7%) (21.1%) (8.8%) 

ＰＴ 
６３ ５３ ３１ ２０ 

１67 
(37.7%) (31.7%) (18.5%) (12.0%) 

２０１６年 

ＯＴ 
４１ 3６ ２７ １２ 

１１６ 
(35.３%) (3１.0%) (23.3%) (１０.３%) 

ＰＴ 
５６ ５４ ３７ ２２ 

１６９ 
(33.1%) (32.0%) (21.9%) (13.0%) 

２０１７年 

ＯＴ 
４０ 3６ ２７ １２ 

１１５ 
(３４.８%) (3１.3%) (23.5%) (１０.４%) 

ＰＴ 
５７ ５２ ４０ ２１ 

１７０ 
(33.5%) (30.5%) (23.5%) (12.4%) 
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ＯＴおよびＰＴの常勤者（常勤専従，常勤兼務）の割合 

２００８年：  [ＯＴ] ６５.７％   [ＰＴ] ６２.０％  

２００９年：  [ＯＴ] ６９.３％ （＋３.６％）  [ＰＴ] ５９.８％ （−２.２％） 

２０１０年：  [ＯＴ] ６９.０％ （−０.３％）  [ＰＴ] ６４.１％ （＋４.３％） 

２０１１年：  [ＯＴ] ７０.４％ （＋１.４％）  [ＰＴ] ６７.１％ （＋３.０％） 

２０１２年：  [ＯＴ] ７０.５％ （＋０.１％）  [ＰＴ] ６８.２％ （＋１.１％） 

２０１４年：  [ＯＴ] ６６.４％ （−４.１％）  [ＰＴ] ６９.２％ （＋１.０％） 

２０１５年：  [ＯＴ] 70.2％ （−４.１％）  [ＰＴ] ６９.5％ （＋0.3％） 

２０１６年：  [ＯＴ] ６６.４％ （−3.8％）  [ＰＴ] ６5.1％ （-4.4％） 

２０１７年：  [ＯＴ] ６６.１％ （−0.3％）  [ＰＴ] ６7.1％ （+2.0％） 

機能訓練（自立訓練）事業所における勤務形態は，常勤者の割合は微増か横ばいで

あったものが，直近 4年でマイナスに転じている．  

 

 

0 50 100 150 200

２０１７年

２０１６年

２０１５年

２０１４年

２０１２年

２０１１年

２０１０年

２００９年

２００８年

機能訓練事業所に勤務する

作業療法士人数の年次変化

常勤専従 常勤兼務 非常勤専従 非常勤兼務

合計

116名

25名
27名

12名

35%

31%

24%

10%

２０１７年機能訓練事業所に勤務する

作業療法士の勤務形態別割合

常勤専従

常勤兼務

非常勤専従

非常勤兼務

12名

40名

36名

27名

合計

115名
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資料：都道府県別勤務形態 

 
  

単位：人

都道府県 施設数

専従

常勤

兼務

常勤

専従

非常勤

兼務

非常勤

専従

常勤

兼務

常勤

専従

非常勤

兼務

非常勤

北海道 18 0 2 0 0 2 3 0 0

青森 5 0 0 0 1 1 0 1 2

岩手 13 1 0 0 0 1 0 0 0

宮城 21 3 0 0 0 1 0 0 0

秋田 28 1 1 0 0 1 0 0 0

山形 7 0 2 0 0 0 1 0 0

福島 1 0 2 0 0 0 1 0 0

茨城 17 2 0 0 3 2 2 2 5

栃木 2 2 0 0 0 0 3 0 0

群馬 2 4 0 0 0 3 0 0 0

埼玉 12 3 3 0 0 5 2 1 0

千葉 20 1 0 2 1 2 1 1 0

東京 28 5 6 18 2 9 9 20 4

神奈川 10 記載なし

新潟 36 0 2 0 1 0 3 0 2

富山 6 1 0 0 0 0 0 0 0

石川 4 0 2 1 0 1 2 0 0

福井 2 0 0 0 0 0 2 0 1

山梨 2 0 0 0 0 0 0 1 0

長野 9 2 1 1 0 2 1 0 0

岐阜 8 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡 4 0 0 0 1 1 1 0 5

愛知 78 0 0 1 0 0 0 1 0

三重 2 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀 1 0 0 0 0 1 0 1 0

京都 5 1 2 0 0 3 0 0 0

大阪 21 0 4 0 0 2 3 1 0

兵庫 9 1 2 0 1 2 3 2 1

奈良 15 0 0 2 0 0 0 5 0

和歌山 12 1 0 0 0 0 0 0 0

鳥取 7 0 0 0 0 2 0 0

島根 9 記載なし

岡山 8 0 0 0 0 0 0 1 0

広島 6 2 0 0 0 2 0 0 0

山口 1 0 0 0 1 0 0 0 0

徳島 1 1 0 0 0 1 0 0 0

香川 0 記載なし

愛媛 7 0 0 0 0 3 0 0 1

高知 12 0 0 0 0 1 0 0 0

福岡 5 0 1 0 0 1 1 2 0

佐賀 4 0 1 0 0 0 3 0 0

長崎 23 1 1 0 0 0 2 0 0

熊本 15 0 0 0 0 1 0 0 0

大分 7 6 1 1 1 6 0 0 0

宮崎 5 1 1 0 0 1 4 0 0

鹿児島 6 0 2 0 0 0 3 0 0

沖縄 8 1 0 1 0 0 2 1 0

合計 522 40 36 27 12 57 52 40 21
職種別人数 115 170

機能訓練 OT PT

2017年度機能訓練事業所　勤務状況

備考
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【考察】 

２００６（平成１８）年の障害者自立支援法が施行され，生活介護事業所・自立訓練（機能

訓練）事業所において，ＯＴ・ＰＴを配置することが指定基準となった．さらに２００９年４月の

障害福祉サービス費等報酬改定により自立訓練（機能訓練）事業所においては「リハビリ

テーション加算」が新設された． 

このことで生活介護事業所・自立訓練（機能訓練）事業所ともに，各事業所総数の伸び率と

同じような伸び率で，ＯＴ配置事業所もそれらに勤務する OT の人数も年々増加している． 

生活介護事業所においては，ＯＴ配置事業所は 161 ヶ所から 594 ヶ所と約 3.8 倍となり，勤

務するＯＴも 202 人から 724 人とで約 3.7 倍となった．自立訓練（機能訓練）事業所におい

ては 304 ヶ所から 594 ヶ所と約 1.6 倍となり，勤務するＯＴも 70 人から 115 人とで約 1.5 倍

となった．合計すると現在 857 人がこれら事業所で勤務している．これは日本作業療法士協

会の会員数の約 1％である． 

一方それぞれの全事業所におけるＯＴ配置事業所の割合は約 10%～15%で状況はあまり

変わっていない． さらにこれらに勤務するも者の常勤者割合も約５割～6 割に留まっており，

年次ごとの変化はない． 

これらは，自立訓練（機能訓練）事業所は，旧体系における職員配置，事業内容の特性

等が未だに大きいものであることを示唆している．さらに，自立訓練（機能訓練）事業所にお

いて「リハビリテーション加算」が新設されたが，算定要件が厳しいことに加え，人件費に対し

て加算単価（２０単位）が低いこともあり，「リハビリテーション加算」がＯＴの雇用拡大にはつ

ながっていない． 

生活介護事業所については，ＯＴを配置している事業所はＰＴよりもＯＴのほうが常勤者

の割合が高い．このことは、支援の内容がより具体的な実際の生活に即したものであるため，

ＯＴの特性が生かされているものと推測できる.そのため平成 30 年度では、実態調査を予定

している. 

今後は，こうした状況を踏まえ，自立訓練（機能訓練）事業所と生活介護事業所における

ＯＴの役割を整理しＯＴが出来ること支援をアピールするとともに，「リハビリテーション加算」

の算定要件の見直しや加算の増額を要望するなど，障害福祉領域におけるＯＴの配置促

進のための諸活動を継続していく必要がある． 


